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東北地方太平洋沖地震の地震動分布(Ver.3.0)の算出手順 

 

平成２７年５月１日       

国土交通省 国土技術政策総合研究所    

防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室 

 

 

 地震動分布の算出手順は以下のとおりである。 

 

①観測点の観測点位置情報と地震動指標の整理 

②観測点および計算点の増幅データの取得  

③観測点の基盤地震動の算定（指標／増幅データ、地表震度－震度増分）  

④地震動予測式による観測点での地震動の推定  

⑤地震動予測式による計算点での地震動の推定   

⑥計算点の基盤地震動の補間計算（Simple Kringing 法）  

⑦計算点の地表地震動の算定（基盤計算値×増幅データ、基盤震度+震度増分） 

 

 

以降に、各算出手順の詳細を説明する。 

 

①観測点の観測点位置情報と地震動指標の整理 

 対象となる観測点位置情報（緯度経度）と地震動指標（最大加速度 PGA、最大速度 PGV、SI

値、計測震度）を整理する。ここで、面的分布算出および描画に使用した観測点数を表-に示す。

描画範囲は東北・関東甲信越の 1 都 15 県とした。 

 

 

表-1 算出に使用した強震観測点 
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港湾地
域

WISE - -

描画範囲外
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2011.3.11
東北地方太平洋

沖地震

地震名 使用した観測点

MLITNIED

描画範囲



2 
 

②観測点および計算点の増幅データの取得  

 観測点および計算点の地盤増幅データを 250m メッシュごとに算出、整理する。地盤増幅デー

タは、J-SHIS1)で公開されている深度 30m までの平均 S 波速度(AVS30)を用い、既往文献等で提

案されている計算式から算定する。なお、地盤増幅データは予めメッシュごとに算出しデータベ

ース化しており、手順③⑦ではそのデータベースを参照している。 

 

表-2 地盤の平均 S 波速度に基づく地震動増幅率 

地震動指標の増幅度 対 象 メ

ッシュ 

増幅率の計算式 文献 
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図-1  PGV と SI の関係（データ数:13301） 
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図-2 PGA×PGV と計測震度の関係（データ数:13301） 

 

地盤の塑性化の影響を考慮するため、擬似有効ひずみ γeffを算出し、閾値 3×10-4を超過していた

場合、非線形時の PGA と PGV の地盤増幅度を求める 3)。 

 

γeff = 40PGV/AVS30 

  

 以上より塑性化を考慮する PGV (cm/s)の下限値は PGV=7.5×10-2･AVS30 となる（図-3）。 

さらに、非線形時の PGA と PGV の地盤増幅度から表-2 のように非線形時の SI 値と計測震度

の地盤増幅度を求める。上式による塑性化を考慮した非線形時の PGA と PGV の地盤増幅度は以

下の通りである。地盤増幅度と AVS30 の対応関係（線形時と非線形時）を図-4に示す。 
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図-3 塑性化が出現する PGV の下限 

（塑性化が出現するひずみの閾値を 3×10-4とした場合） 

 

  

  

図-4  擬似有効ひずみに応じた地震動指標の増幅度と AVS30 の関係 

（AVS30 =700m/s を基準、線形時および非線形時） 
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③観測点の基盤地震動の算定（指標／増幅データ、地表震度－震度増分）  

 以下の式に基づき、基盤への地震動指標へ引き戻す。基盤への引き戻しイメージを図-5に示す。

このとき、塑性化していると判定される観測点のメッシュにおいては、塑性化を考慮した地盤増

幅度で引き戻す。 

 

 基盤最大速度 = 地表最大速度/ARV 

 基盤最大加速度 = 地表最大速度/ARA 

 基盤 SI = 地表 SI/ARSI 

 基盤計測震度 = 地表計測震度－ΔI 

 
図-5  基盤面への引き戻しイメージ 

 

④地震動予測式による観測点の地震動の推定 

 観測点の緯度経度および震源位置（断層面位置）情報より、震源距離（断層最短距離）を計算

する。当該地震の断層モデルは、次の気象庁 4)によるモデルとし、以下のパラメータである。 

・断層の北東端 北緯 39.66 度、東経 144.43 度 

・走向 201 度、傾斜角 9 度 

・断層長さ 475km、断層幅 175km 

 次に、以下の地震動予測式 5)により観測点直下の基盤地震動を推定する。Mw=9.0  D=23.7km と

する。 

 MwXXMwDMwPGA 5.0
10

2
10 100073.0log02.100412.0013.000837.0358.0log   

 MwXXMwDMwPGV 5.0
10

2
10 10*0056.0log45.100335.000593.000638.0670.0log   

 mwXXMwDMwSI 5.0
10

2
10 10*0053.0log49.100349.001137.000633.0725.0log    

 MwXXMwDMwI 5.0
10

2 10*0023.0log52.200907.004566.001391.0597.1    

 

⑤計算地震動予測式による計算点の地震動の推定 

 計算点の緯度経度の緯度経度および震源位置（断層面位置）情報より、震源距離（断層面最短

距離）を計算する。 

次に、④と同じ地震動予測式により計算点直下の基盤地震動を推定する。 

 

地表面推定値
観測値

÷増幅度 ×増幅度

基盤面
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⑥計算点の基盤地震動の補間計算（Simple Kriging 法） 

 適用した手法は、山崎ほか(1998)6)と同様の Simple Kriging 法であり、トレンド成分を地震動予

測式で期待値として評価し、残差成分を観測値にて補間する手法である。山崎ほか(1998)の補間法

は、野田・星谷(1997)7)が提案した Simple Kriging 法に基づいており、観測値とそれに基づく最適

推定値は下式にて表現される。 

 



N

i
iiirrK xmxWxmxW

1

)()()()(ˆ   

ここで、地震動指標推計問題でのパラメータは以下のとおり。 

)(ˆ
rK xW ：計算地点の地震動指標の推定値 

)( rxm ：計算地点の地震動指標の期待値（距離減衰式による値） 

)( ixW ：観測地点の観測地震動指標 

)( ixm ：観測地点の地震動指標の期待値（距離減衰式による値） 

i ：重み係数  

N ：観測地点数 

また、重み係数 λi(i=1～N)は、以下の連立方程式を解くことによって求められる。 

   



N

j
rijij xWxWCxWxWC

1

)(),()(),(     (i=1～N) 

ここで、  )(),( ji xWxWC は、xi地点と xj地点の共分散となる。共分散とは、2 組の対応するデー

タ間での、平均からの偏差の積の平均値である。 

共分散関数については、山崎ほか(1998)を参考に指数モデルとし、モデルは、h を観測点からの

距離、a を相関距離, b を分散として、次式で与えられる。 

  







a

h
bhC exp  

このとき、観測点の影響範囲を決める指標である相関距離は、末富ほか（2005）8)を参考に 20km

とした。 

 

⑦計算点の地表地震動の算定（基盤計算値×増幅データ、基盤震度+震度増分） 

 以下の式に基づき、地表への地震動指標へ、線形時の地盤増幅度を用いて引き上げる（図-6）。 

 地表最大速度= 基盤最大速度×ARV 

  地表最大速度= 基盤最大加速度×ARA 

  地表 SI = 基盤 SI×ARSI 

  地表計測震度= 基盤計測震度+ΔI 
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図-6  地表面への引き上げイメージ （赤線矢印部） 

 

 はじめに、線形時の地盤増幅度にて指標を地表面へ引き上げた後、擬似有効ひずみ γeffを算出し、

閾値である 3×10-4 を超過していれば、当該メッシュは塑性化していると判断する。塑性化してい

るメッシュで、表-2に基づき、塑性化後の地盤増幅度を用いて、再度、基盤より地表面への引き

上げを行う。 

 

謝辞：本検討では、気象庁、防災科学技術研究所、JR 東日本、NEXCO 東日本および国土交通省

の強震記録を使用した。 
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